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【発生抑制】

基本方針

基本施策 基本施策の概要 取組施策 担当 取組概要 取組による成果 課題 評価

総合窓口の設置 建築指導課

平成30年4月に建築指導課に空家総合窓
口を設置し、空家に関する相談を一元的
に受け付けており、庁内連携の総合調整
役も担っている。

空家総合窓口の設置により、情報の集約
化や庁内調整等がしやすくなった。
苦情相談実績：H30年度91件、R1年度52件、R2年度
52件、R3年度64件
所有者等からの相談実績：H30年度7件、R1年度22
件、R2年度19件、R3年度23件

苦情相談と比較して、空家の所有者等か
らの積極的な管理や解体、売却等に関す
る相談が少ないため、所有者への継続的
な周知が必要。

Ｂ

相続関係の課題解決に向けた連携強化 建築指導課

空家に係る相続関係の課題解決のため、
法務関係団体との連携のため協定の締結
を検討したが、ワンストップ利活用相談
に相続関係等の問題も包括させることで
対応することとした。

ワンストップ利活用相談の中で、相続相
談も受けることができるため、相続の相
談から手続き、売却までスムーズにつな
げることができるようになった。

所有者等が空家の売却等を希望しておら
ず、相続問題の解決のみを希望している
場合など、ワンストップ利活用相談の対
象として適当でないケースも想定され、
このような場合の受け皿がない。

Ｂ

空家バンク運営・空家等の利活用相談に
向けた連携強化

建築指導課

令和元年度に不動産関係2団体と協定を
締結し、空家バンク・ワンストップ利活
用相談の実施のための連携体制を構築し
た。

ワンストップ利活用相談では、相続等の
課題をワンストップで対応することが可
能であるため、所有者等の反応も良好で
あり、空家の解体や売却につながったも
のも出てきている。
空家バンク登録実績：R1年度0件、R2年度0件、R3
年度0件
ワンストップ利活用相談実績：R1年度17件、R2年
度15件、R3年度19件

空家バンクの登録には至らないが、不動
産団体との事業連携し空家になる予定の
ものに対してアプローチできている。

Ａ

空家の管理事業者あっせんに向けた連携
強化

建築指導課

令和2年3月にシルバー人材センターと協
定を締結し、空家の管理を希望する所有
者に対して管理サービスの斡旋できる体
制とした。

空家の管理委託を希望する所有者等に対
して空家管理サービスをあっせんし、シ
ルバー人材センターへの取次ぎを行っ
た。
空家管理サービスの取次実績：R2年度2件、R3年度
4件

空家管理サービスの取次実績が少なく、
所有者等への周知が不十分であると考え
られる。

Ｂ

建物所有者向け周知啓発
建築指導課
税務課

空家の発生を抑制すること等を目的に令
和2年度から固定資産税等の納税通知書
に空家に関する施策等を掲載したチラシ
を封入して、建物所有者に周知した。

納税通知書に封入したチラシを見たとい
う所有者等から問合せや空家の関連施策
に関する問合せ等が増加傾向にあるな
ど、周知に一定の効果があったことが想
定される。

チラシによる一定の効果はあるものの、
季節的な問合せになってしまっている。 Ｂ

市民・地域向け周知啓発 建築指導課

各年度当初に施策に関する情報を広報誌
に掲載した。作成したハンドブックや施
策に関するチラシについて、富士見市町
会長連合会に周知や配布を行った。地域
の勉強会に参加し、地域の状況や市の取
組等の紹介を行った。

補助制度等の施策の周知につながり、詳
細に関する問合せ等につながっている。

積極的な出前講座の実施など、市民を対
象とした直接的な周知啓発により空家問
題への理解を促すことで、空家の発生抑
制等につなげていく必要がある。

Ｂ

所有者等向け周知啓発 建築指導課

相談時におけるハンドブック等を活用し
た啓発をはじめ、市の支援施策の周知の
ため、施策に関する各種チラシを所有者
に郵送した。

所有者等に対して管理意識の醸成や空家
問題の解決方策について周知・啓発する
ことができた。
各種チラシの郵送により、所有者等から
の問合せ等が増えたことから、支援施策
の利用の検討につながったものと想定さ
れる。

効果的な周知啓発のためには、市が保有
している情報の有効活用や所有者等の意
向把握が求められる。

Ｂ

高齢者向け周知啓発
福祉課
高齢者福祉課

空家対策の周知と利活用希望者を建築指
導課へ取次を行った。

空家の高齢者サロンへの活用希望はあっ
たが、所有者との調整がつかず利活用補
助金の活用には至らなかった。

所有者と利活用希望者の認識の相違があ
ることから、両者への周知が求められ
る。

Ｂ

相続人向け周知啓発 建築指導課

空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除
について、ホームページやチラシで周知
した。死亡届の提出時に市役所で行う手
続一覧の中に、家の管理・処分等につい
て説明する機会を設け、相続人に対して
家の管理・処分等の必要性を説明してい
る。

死亡届提出時の案内については直接、相
続人に対して空家の管理や処分について
依頼することができるため、管理不全な
状態の空家の予防が期待でき、除却補助
金を利用した空家の解体につながった事
例もある。
被相続人居住用家屋等確認書の交付実績（戸
数）：H30年度1件、R1年度5件、R2年度6件、R3年
度24件

不動産の相続登記に関する法令改正が予
定されていることから、国の動向も踏ま
え、新たな取組に関する情報収集や関係
各所と連携することが求められる。

Ａ

【評価の凡例】
Ａ：施策の実施により着実に成果が出ている。

Ｂ：大きな課題もなく計画的に施策が実施されている。

Ｃ：課題が多く（大きく）、あまり成果が見られない。

－：事情により施策を実施しておらず、評価ができない。

空家等に関する様々な課題や建物の適正管理について市民等へ周知・啓発を行うなど、建物の次の世代への円滑な継承を促
進することで、空家等の発生抑制を図ります。
効果的な空家等対策を実施するため、市内の空家等の実態を把握し、データベースを整備・管理します。

相談体制の充実

空家の総合窓口を設置
し、空家に関する情報
を一元的に集約すると
ともに、専門的な知識
や経験を有する様々な
関係団体等と連携体制
を構築し、空家が抱え
る課題に応じた対策を
推進する。

発生抑制に向け
た周知啓発

空家に対する問題意識
や管理意識の醸成を図
り、管理不全な状態の
空家の発生抑制につな
げる。また、資産（住
宅等）の次の世代への
円滑な継承方法や処分
方法等について周知
し、将来の空家の発生
抑制を図る。

基本方針 Ⅰ．発抑抑制 【評価】３：概ね順調。



空家等実態調査（全市） 建築指導課

苦情相談等から得た情報を基に、平成29
年度実施の実態調査を反映したデータ
ベースを適宜更新した。次期計画に向け
た実態調査の必要性について検討した。

苦情相談や所有者等からの相談、他の業
務における市内巡回等による情報を基
に、現地調査や所有者調査を行った。

効果的かつ効率的な空家対策を実施する
ためには、市の空家の実態把握が必要と
なるため、必要な情報の取得や保有情報
の適切な更新等が求められる。

Ｂ

空家等調査（個別）
建築指導課
協働推進課
環境課

苦情相談等に基づき、状況に応じて現地
調査や居住実態調査、固定資産税の課税
情報や住民票、戸籍、登記情報等の所有
者調査を行った。

苦情相談等に基づく現地調査のほか、要
観察空家については台風通過後の状態確
認や定期的な現地調査を行うことで、状
態把握を行うことができた。所有者不明
空家など、特殊なケースを除き、所有者
を特定することができた。

空家の中には所有者調査に難航する場合
があるため、状況別の調査方法等を整理
する必要がある。

Ｂ

把握した空家等の情報提供・共有
建築指導課
福祉課
高齢者福祉課

福祉部局で支援をしていた高齢者の死亡
等により空家になった場合に情報提供し
てもらうなど、内部の情報共有を行っ
た。

内部の情報共有により、早期対応、早期
解決につながった。

担当者任せにならないよう情報共有をす
べきケースを明確にする必要がある。 Ｂ

市民に対する空家等の情報提供の呼びか
け

建築指導課

空家総合窓口において苦情相談等を受け
付けている旨を広報誌やホームページ、
市民便利帳等により周知を図った。状況
により、空家の近隣住民に対して空家の
状況に変化があった際の情報提供を依頼
した。

近隣住民からの連絡により、要観察空家
の状態悪化等を把握することができた。
苦情相談等により、把握していなかった
空家の発見、適正管理の促進等につな
がった。

管理不全な状態の空家や状態の悪化等を
把握するきっかけになる苦情相談の件数
がH30年度から減少しているため、定期
的に苦情相談を受け付けていることの周
知が必要である。

Ｂ

空家等データベース整備・管理
建築指導課
協働推進課
環境課

建築指導課、協同推進課、環境課に導入
している空家管理システムの情報に相談
情報や対応状況、調査結果等を反映さ
せ、情報の一元化や共有を図った。

相談情報や現地調査、所有者調査の結
果、対応状況をシステムに反映させるこ
とで、関係課で情報を共有することがで
きた。

3課でシステムの運用を行っているた
め、対応状況の反映方法等に差が生じる
場合がある。

Ｂ

【考察】
・令和元年度に不動産関係2団体と協定を締結し、空家バンク・ワンストップ利活用相談の実施のための連携体制を構築した。所有者等の反応も良好であり、空家の解体や売却につながったものも出てきている。

・各年度当初に施策に関する情報を広報誌に掲載した。コロナ禍前ではあるが、地域の勉強会に参加し、地域の状況や市の取組等の紹介を行った。

・空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除について、ホームページやチラシで周知した。死亡届の提出時に市役所で行う手続一覧の中に、家の管理・処分等について説明する機会を設けるなど周知の充実を図った。

空家等の実態把
握・データベー
ス管理

庁内・地域と連携しな
がら空家の数や所在
地、状態、所有者等の
情報を把握し、データ
ベースを更新・管理し
ていきます。



富士見市空家等対策計画　計画進捗確認シート

【流通・利活用】

基本方針

基本施策 基本施策の概要 取組施策 担当 取組概要 取組結果 課題 評価

富士見市空家バンクの設置 建築指導課
令和元年度に不動産関係2団体と協定を
締結し、富士見市空家バンクを設置し
た。

空家バンク設置以降、登録実績がない状
態が続いている。
空家バンク登録実績：R1年度0件、R2年度0件、R3
年度0件

民間市場による空家の流通が機能してい
るのか、所有者にとって、空家バンクに
登録するメリットを感じにくい状況に
なっていると考えられる。

Ｂ

全国版空家バンクへの参加 建築指導課

令和元年度に不動産関係2団体と協定を
締結し、富士見市空家バンクを設置する
とともに、全国版空家バンクに参加し
た。

空家バンク設置以降、登録実績がない状
態が続いている。
空家バンク登録実績：R1年度0件、R2年度0件、R3
年度0件

民間市場による空家の流通が機能してい
るのか、所有者にとって、空家バンクに
登録するメリットを感じにくい状況に
なっていると考えられる。

Ｂ

＜再掲＞空家バンク運営・空家等の利活
用相談に向けた連携強化

建築指導課
不動産関係2団体と協定を締結し、空家
バンク・ワンストップ利活用相談の実施
のための連携体制を構築した。

ワンストップ利活用相談では、相続等の
課題をワンストップで対応することが可
能であるため、所有者等の反応も良好で
あり、空家の解体や売却につながったも
のも出てきている。
空家バンク登録実績：R1年度0件、R2年度0件、R3
年度0件
ワンストップ利活用相談実績：R1年度17件、R2年
度15件、R3年度18件

流通困難な狭小地や相続等の原因により
長期化している案件があるが、解体・売
却等の一定の成果は見られているので、
更なる周知が必要と考えられる。

Ａ

空家等の改修促進・支援 建築指導課
空家の改修を促進するとともに、市内へ
の移住・定住の促進を図るため、補助制
度創設に向けて検討を進めた。

令和3年度に空家移住定住促進補助金を
創設した。

移住・定住の促進を図るためには、空家
の購入を検討している人に対して、積極
的に補助制度を周知する必要がある。

Ｂ

【関連】住宅のリフォーム支援 産業経済課 ー ー ー －

【関連】空き店舗出店支援 産業経済課 ー ー ー －

地域貢献型の空家の利活用事業の支援 建築指導課

令和元年度に空家利活用補助金を創設
し、空家を活用した地域コミュニティの
活性化等に資する事業に対して支援でき
る体制を整えた。

空家を利活用した事業に関する相談は
あったが、空家利活用補助金の交付実績
がなかった。
空家利活用補助金交付実績：R1年度0件、R2年度0
件、R3年度0件

一定の家賃収入を望む空家の所有者と財
政的に余裕のない利用希望者のマッチン
グが難しい。

Ｃ

住み替え支援の促進 建築指導課

ＪＴＩが実施している「マイホーム借上
げ制度」について、ホームページや固定
資産税の納税通知書に同封したチラシに
掲載し、周知を図った。

マイホーム借上げ制度に関する問合せや
相談の実績はなかった。

問合せ自体がないことから、ターゲット
を明確にした上でのアプローチを検討す
るなど、周知方法を見直す必要がある。

Ｂ

利活用事業の土台づくり 建築指導課

建築指導課において空家情報をデータ
ベース化し一元管理していること、空家
を利活用した事業に関する相談を受ける
ことを全庁的に周知した。

定期的に他課から空家か否かの確認依頼
や空家に関する情報提供があるなど、建
築指導課で空家情報を保有していること
が認識されている状態となった。

各担当課による空家を活用した事業の実
施に向けて、積極的に空家を活用した事
例の紹介を行うなど、気運を高める必要
がある。

Ｂ

利活用事業の実施 関係課 特になし 特になし

各担当課による空家を活用した事業の実
施に向けて、積極的に空家を活用した事
例の紹介を行うなど、気運を高める必要
がある。

Ｃ

空家等の寄附採
納

空家の寄附受入れの目
的や基準等について十
分精査しながら空家の
寄附採納制度の創設に
ついて検討する。

空家等の寄附採納制度

富士見市空家
等対策庁内検
討委員会
富士見市空家
等対策協議会

富士見市空家等対策庁内検討委員会にお
いて、空家の寄附受入れの目的や基準等
について協議し、委員等からの意見を基
に制度の検討を行った。

富士見市空家等対策庁内検討委員会にお
ける協議等を通して寄附採納制度の課題
を確認することができた。

令和5年より相続土地国庫帰属制度がか
いしされるので、市の財政的負担を抑え
た制度を検討する必要がある。

Ｂ

【考察】

【評価の凡例】
Ａ：施策の実施により着実に成果が出ている。

Ｂ：大きな課題もなく計画的に施策が実施されている。

Ｃ：課題が多く（大きく）、あまり成果が見られない。

－：事情により施策を実施しておらず、評価ができない。

関係団体等と連携した空家バンク制度等により空家等及びその跡地の不動産市場への流通促進を図るとともに、空家等の改
修支援を通して既存建物の再生を推進します。
まちづくりやコミュニティ活動を進める上での地域資源として、空家等及びその跡地の利活用を促進・推進していきます。

不動産市場への
流通促進

空家等の改修促
進・支援

利活用に向けた
マッチング

・令和元年度に不動産関係2団体と協定を締結し、富士見市空家バンクを設置するとともに、全国版空家バンクに参加したが、空家バンク設置以降、登録実績がない状態が続いている。

・令和元年度に不動産関係2団体と協定を締結し、空家バンク・ワンストップ利活用相談の実施のための連携体制を構築した。所有者等の反応も良好であり、空家の解体や売却につながったものも出てきている。

・令和元年度に空家利活用補助金を創設し、空家を活用した地域コミュニティの活性化等に資する事業に対して支援できる体制を整えたが、相談はあったが、空家利活用補助金の交付実績がなかった。

・利活用事業の実施が特になかった。

空家等及びその
跡地の利活用

不動産関係団体と連携
した空家バンク制度を
構築し、情報提供や物
件登録の働きかけを行
う。関係団体と協定に
基づく連携体制を構築
し、利活用相談等と併
せて施策を推進する。

再利用が可能な空家が
管理不全な状態となる
ことを避けるため、空
家の改修支援制度を構
築し、既存建物の再生
を図る。空家の改修を
通して市外からの転入
促進を図るなど、まち
づくりの観点から施策
を推進する。

民間団体等が空家を利
用して実施する地域貢
献型の事業を支援す
る。利活用を希望する
団体等のニーズを把握
し、所有者等とのマッ
チングを進める。「マ
イホーム借上げ制度」
等の住み替え支援を通
じた空家の有効活用・
発生抑制を促進する。

地域の活性化や様々な
行政課題の解決等のた
め、空家やその跡地を
利活用する事業を検討
する。庁内における空
家情報の共有や所有者
等の意向把握により、
空家やその跡地の利活
用事業に向けた土台づ
くりを行う。

基本方針 Ⅱ．流通・利活用 【評価】３：概ね順調

評価対象外

評価対象外



富士見市空家等対策計画　計画進捗確認シート

【適正管理】

基本方針

基本施策 基本施策の概要 施策 担当 取組概要 取組結果 課題 評価

管理不全な状態の空家等の適正管理対策
建築指導課
協働推進課
環境課

現地調査や所有者調査、所有者等による
適正管理を促す通知文書の送付に加え、
緊急性が高いと思われる空家については
積極的に所有者等を訪問するなどして状
況の改善を促した。

通知文書の送付や積極的な所有者等の訪
問により、空家の状態の改善や解体につ
ながった。
適正管理通知等の件数：H30年度73件、R1年度50
件、R2年度62件、R3年度66件
所有者等訪問の戸数：H30年度5件、R1年度21件、
R2年度0件、R3年度0件
改善件数：H30年度21件、R1年度10件、R2年度15
件、R3年度6件
根本解決件数：H30年度24件、R1年度41件、R2年
度22件、R3年度30件

金銭的な問題や相続の問題等で所有者等
による早期の改善・解決が見込めない空
家がある。
所有者の所在が不明、相続人不存在等に
より空家を管理すべき者がいないケース
がある。

Ｂ

＜再掲＞空家の管理事業者あっせんに向
けた連携強化

建築指導課

令和2年3月にシルバー人材センターと協
定を締結し、空家の管理を希望する所有
者に対して管理サービスのあっせんでき
る体制とした。

空家の管理委託を希望する所有者等に対
して空家管理サービスを斡旋し、シル
バー人材センターへの取次ぎを行った。
空家管理サービスの取次実績：R2年度2件、R3年
度4件

空家管理サービスの取次実績が徐々に増
えているので、今後も継続的な周知を行
う。

Ｂ

空家等の除却促
進・支援

空家の除却に関する相
談や除却費用の助成を
通して空家を除却する
所有者等を支援する。
老朽化した空家の除却
後の土地の固定資産税
等の減免措置制度につ
いて検討する。

空家等の除却促進・支援 建築指導課

令和元年度に空家除却補助金を創設し、
除却費用を支援することで空家の除却を
促進した。また、適正管理を促す通知文
書へのチラシの同封など、空家の所有者
等に対して積極的に補助制度について周
知した。

所有者等の関心も高く、補助制度に関す
る問合せも多い。所有者等の訪問やワン
ストップ利活用相談がきっかけとなっ
て、補助制度の利用に至ったケースもあ
り、補助制度が除却の促進につながって
いる。
空家除却補助金交付実績：R1年度8件、R2年度8
件、R3年度5件

補助金の活用がされているが、本来の
ターゲットである状態、悪い空家の申請
件数を増やすために、更に周知を図る必
要がある。

Ｂ

立入調査 建築指導課
改善・解決の見込みがなく、特に危険な
空家については、立入調査の実施を検討
することとした。

特定空家等の認定に向けた準備を進め
た。

法律やガイドラインに沿った立入調査を
実施する必要がある。 Ｂ

助言・指導 建築指導課
特定空家等に認定した空家がないため、
未実施。

－ － －

勧告 建築指導課
特定空家等に認定した空家がないため、
未実施。

－ － －

命令 建築指導課
特定空家等に認定した空家がないため、
未実施。

－ － －

代執行 建築指導課
特定空家等に認定した空家がないため、
未実施。

－ － －

【考察】
・現地調査や所有者調査、所有者等による適正管理を促す通知文書の送付に加え、緊急性が高いと思われる空家についてはコロナ禍前が中心になるが、積極的に所有者等を訪問するなどして空家の状態の改善や解体につなげるこ
とができた。

・令和元年度に空家除却補助金を創設し、除却費用を支援することで空家の除却を促進した。適正管理を促す通知文書へのチラシの同封など、空家の所有者等に対して積極的に補助制度について周知した。所有者等の訪問やワン
ストップ利活用相談がきっかけとなって、補助制度の利用に至ったケースもあり、補助制度が除却の促進につながった。

【評価の凡例】
Ａ：施策の実施により着実に成果が出ている。

Ｂ：大きな課題もなく計画的に施策が実施されている。

Ｃ：課題が多く（大きく）、あまり成果が見られない。

－：事情により施策を実施しておらず、評価ができない。

空家等の所有者等に空家等の現況等を伝えるとともに、所有者等による空家等の適正管理を促します。また、除却費用に対
する助成など、空家等の所有者等への支援を通じて管理不全な状態の空家等の改善・解消を図ります。
特定空家等に対しては、法に基づく必要な措置を講じるとともに、特定空家等を生み出さないための対策を講じます。

空家の所有者等を訪問
し直接働きかけるな
ど、積極的な適正管理
対策についても検討す
る。空家の管理事業者
等との連携による適正
管理に向けた積極的な
相談・情報提供に努め
る。

管理不全な状態
の空家等の適正
管理の促進

特定空家等に対して
は、富士見市特定空家
等判定基準等に従い、
慎重かつ丁寧に法に基
づく手続を進める。特
定空家等の候補となる
ような空家の所有者等
に対しては直接訪問等
により、所有者等によ
る自発的な問題の解決
につなげるよう努め
る。

特定空家等に対
する措置

基本方針 Ⅲ．適正管理【評価】３：概ね順調

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外


